
◎司法書士法及び土地家屋調査士法の一部を改正する法律 
（令和元年六月一二日法律第二九号）   

一、 提案理由（平成三一年四月九日・参議院法務委員会） 

○国務大臣（山下貴司君） 司法書士法及び土地家屋調査士法の一部を改正する法律案

につきまして、その趣旨を御説明いたします。 

 この法律案は、近時の司法書士制度及び土地家屋調査士制度を取り巻く状況の変化を

踏まえ、司法書士法及び土地家屋調査士法の一部を改正しようとするものであり、その

要点は、次のとおりであります。 

 第一に、司法書士及び土地家屋調査士について、それぞれ、その専門職者としての使

命を明らかにする規定を設けることとしております。 

 第二に、司法書士及び土地家屋調査士に対する懲戒の手続に関する規定を見直すこと

としております。具体的には、懲戒権者を法務局又は地方法務局の長から法務大臣に改

め、戒告の処分をしようとする場合にも聴聞の手続を経ることとするとともに、懲戒処

分について除斥期間を定める規定等を設けることとしております。 

 第三に、司法書士法人及び土地家屋調査士法人について、社員が一人であっても法人

を設立することを可能とする等の措置を講ずることとしております。 

 以上が、この法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、 参議院法務委員長報告（平成三一年四月一二日） 

○横山信一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、近時の司法書士制度及び土地家屋調査士制度を取り巻く状況の変化を踏

まえ、司法書士及び土地家屋調査士について、それぞれ、その専門職者としての使命を

明らかにする規定を設けるとともに、懲戒権者を法務局又は地方法務局の長から法務大

臣に改める等の懲戒手続に関する規定の見直しを行うほか、社員が一人の司法書士法人

及び土地家屋調査士法人の設立を可能とする等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、使命規定を創設する意義、司法書士及び土地家屋調査士の懲

戒の在り方、司法書士及び土地家屋調査士の業務をめぐる状況等について質疑が行われ

ましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、衆議院法務委員長報告（令和元年六月六日） 

○葉梨康弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、近時の司法書士制度及び土地家屋調査士制度を取り巻く状況の変化を踏まえ、



司法書士及び土地家屋調査士について、それぞれ、その専門職者としての使命を明らか

にする規定を設けるとともに、懲戒権者を法務局又は地方法務局の長から法務大臣に改

める等の懲戒手続に関する規定の見直しを行うほか、社員が一人の司法書士法人及び土

地家屋調査士法人の設立を可能とする等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る五月二十八日本委員会に付託され、翌二十九

日山下法務大臣から提案理由の説明を聴取し、三十一日、質疑を行い、採決の結果、全

会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年五月三一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 司法書士及び土地家屋調査士の実務能力の向上のために実施される各種の研修制度

について、その一層の充実に向けて協力すること。 

二 司法書士法人及び土地家屋調査士法人につき、その設立の諸手続が円滑に進められ、

司法書士会及び土地家屋調査士会による指導が適切にされるよう努めること。 

三 空き家や所有者不明土地問題等の諸課題の解決に当たっては、司法書士及び土地家

屋調査士の有する専門的知見や財産管理、筆界確定等についてのこれまでの実績に鑑

み、その積極的な活用を図ること。 

四 司法書士及び土地家屋調査士の有する専門的知見を活用したＡＤＲ手続により国民

の権利擁護及び利便性の向上を図るため、引き続き、それらの手続の周知に努めるこ

と。 

五 総合法律支援法に基づく特定援助対象者法律相談援助事業に関して、司法書士の更

なる活用を進めるなど、関係団体と連携しつつ、国民の権利擁護及び利便性の向上に

資するよう努めること。 

六 ＩＴ環境の急速な進展の下で、各種登記制度やこれを支える司法書士制度及び土地

家屋調査士制度に対する国民の信頼を損なうことのないよう、非司法書士行為及び非

土地家屋調査士行為に対して引き続き厳正に対応すること。 

七 土地家屋調査士の有する専門的知見やその保有する知識、情報等を広く活用するこ

とにより、法務局における登記所備付地図の整備を一層促進すること。 

八 国民の権利擁護の観点から、司法書士でない者が司法書士の業務について周旋する

ことを禁止する規定の整備について、本法施行後の状況も踏まえつつ、必要に応じ対

応を検討すること。 

九 司法書士の登録前の研修を義務化することなど、簡裁訴訟代理等関係業務を行うこ

とができる司法書士の資質の向上のための施策について、本法施行後の状況も踏まえ

つつ、必要に応じ対応を検討すること。 

 


